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＜課題＞

大規模災害時には、市町村の対応能力を大きく超える業務量が発生し、被災状況調査や査定の遅

れなど、円滑な災害復旧事業の遂行に支障。

都道府県自らも被災した施設の災害対応により十分な応援職員が派遣できない場合や様々な支援

制度が十分に活用されていない場合が散見。

＜支援方策の方向性＞

市町村においては、被災経験にかかわらずに災害復旧事業を迅速かつ円滑に実施できるよう技術

系職員の確保・育成や各種研修、講習会への積極的参加、災害協定の締結など、平時から災害対

応力の向上に向けて最大限取り組むべき。

国や都道府県等においては、「防災に関する市町村支援方策のあり方について」提言の取組を実現、

継続させ、市町村の災害対応力の向上に向けて引き続き支援すべき。

その上で、大規模災害時の更なる取組として、以下の事項に取り組むべき。

①測量・調査・地質・設計業者や自治体職員の二度手間の解消に向けた災害査定
の更なる効率化・簡素化
②被災状況調査時点における復旧箇所のトリアージ等により、優先度を踏まえた
災害復旧の実施
③民間事業者等による地方公共団体の一連の災害復旧を支援する仕組み検討
④ガイドラインを活用した平時からの取組強化や既存支援制度の徹底活用による、
各自治体の状況に応じた災害対応力の底上げ

大規模災害時の
市町村における円滑な災害復旧に向けた支援方策の方向性



〇大規模災害時の更なる取組として、災害復旧制度における事務負担軽減方策や円滑な事業実施のため
の業界等との連携の仕組みを検討しつつ、人的支援等の既存の支援制度・取組や好事例等をガイドライ
ンとしてとりまとめ、研修や会議等を通じて周知・活用を図る。
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民間事業者等による災害復旧
を支援する仕組み検討

制度改善による負担軽減

災害復旧事業のハードル

市町村における
災害復旧に係る
対応力

既存の支援制度・取組
や好事例等の周知・活
用による災害復旧対応
力の底上げ
（ガイドライン活用）

現在の制度・運用

今後の制度・運用

＜着目点＞
大規模災害時の更なる査定効率化、
優先順位を踏まえた災害復旧 等

＜着目点＞
資材確保等のための工事間調整や発注
者支援のためのCM方式の導入 等
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大規模災害時の更なる取組の方向性



査定期間業
務
量

工
事

発
注

詳細な
測量・調査・設計・積算

発災からの期間

査定期限を超過①査定の効率化（設計図書の簡素化）を活用しない場合のイメージ

災害査定の更なる効率化・簡素化
〇災害査定では、採択基準との適合性、復旧工法・申請額の妥当性等について審査を行うため、多
岐にわたる書類準備が必要で、災害件数が多い場合は、資料作成の業務量が大きなものとなる。

〇大規模災害時には、業務負担軽減のため、設計図書の一部簡素化や机上査定限度額の引き上げな
ど、査定の効率化の取組を実施しているところであるが、設計図書の簡素化は、査定の早期実施
には寄与しているものの、工事発注までのトータルの業務量は増加。

外部委託による詳細な
測量・調査・設計・積算

外部委託による簡易な
測量・調査・設計・積算
例）平面図⇒航空写真等
横断図⇒標準断面のみ

査定期間 工
事

発
注

詳細設
計協議

②現在の査定の効率化（設計図書の簡素化）のイメージ

業
務
量
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⇒ 一度の測量・設計・積算で、査定後速やかに工事発注が可能であるが、査定期限は超過

⇒ 査定は早くなるものの、査定前・査定後で二度測量・設計・積算を行うため、業務量は増大し、工事発注に遅れ

業務負担軽減効果
が想定よりもわずか



〇発災から工事発注までのトータルの業務量を削減するよう、
査定までの業務量をさらに軽減させ、査定時点では採択要件に合致していることや復旧工法の
確認のみの、より簡素な査定の仕組みを検討。
査定まで及び工事発注までのボトルネックとなっている測量・地質調査・設計等の委託業者の限
られたマンパワーを、最大限、査定後に集約させる。

発災からの期間

写真等職員直営でも準備
可能な資料、総合単価

業
務
量

外部委託による詳細な
測量・調査・設計・積算

詳細設
計協議
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災害査定の更なる効率化・簡素化

②現在の査定の効率化（設計図書の簡素化）のイメージ

※橋梁、地すべり等の詳細な設計が必要な復旧工事以外

査定期間
工
事

発
注

2度手間
の解消、
工事発注
の早期化

外部委託による詳細な
測量・調査・設計・積算

外部委託による簡易な
測量・調査・設計・積算
例）平面図⇒航空写真等
横断図⇒標準断面のみ

査定期間 工
事

発
注

詳細設
計協議

業
務
量

業務量減少、
査定期間前倒し

③更なる査定の効率化・簡素化のイメージ

トータルで従来の査定における審査の質を確保



1週
目

2週
目

3週
目

4週
目

5週
目

6週
目

7週
目

8週
目

9週
目

10
週
目

11
週
目

12
週
目

13
週
目

14
週
目

15
週
目

16
週
目

17
週
目

18
週
目

19
週
目

20
週
目

21
週
目

22
週
目

23
週
目

24
週
目

25
週
目

26
週
目

27
週
目

28
週
目

0

100

200

300

400
A B C

1週
目

2週
目

3週
目

4週
目

5週
目

6週
目

7週
目

8週
目

9週
目

10
週
目

11
週
目

12
週
目

13
週
目

14
週
目

15
週
目

16
週
目

17
週
目

18
週
目

19
週
目

20
週
目

21
週
目

22
週
目

23
週
目

24
週
目

25
週
目

26
週
目

27
週
目

28
週
目

0

100

200

300

400
A B C

〇被害状況や施設の重要度等を踏まえ、緊急性が高い箇所から工事着手が図られるよう、準備が整った
箇所から査定ではなく、申請者自らが優先順位を踏まえて査定申請を行うことを徹底し、テックフォース
による被災状況調査や災害査定官による緊急調査の際にも助言。

〇前ページの更なる査定の効率化・簡素化を採用する場合は、緊急性が高い箇所（緊急順位がAまたは
B）から、工事着手に必要な詳細設計協議を優先することを原則化。

発災後

査
定
件
数

緊急順位

発災後

査
定
件
数

緊急順位

緊急性が高い箇所からから査定を受けた場合
（イメージ）
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優先順位を踏まえた工事着手



〇発災直後から災害復旧工事完了までを一連で支援する仕組みは存在しないが、地域の民間事業者等

により復旧プロセスの一部分を支援する仕組みは存在。

＜事例１＞
（一財）近畿市町村災害復旧相互支援機構（KDMサポート）

＜事例２＞
令和元年東日本台風長野県によるCM方式の導入
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民間事業者等による
地方公共団体の一連の災害復旧を支援する仕組み検討

制度の概要（被災時のイメージ）

支援機構

サポートセンター

（サポート隊員）

会員市町村

会員市町村

会員市町村

会費 支援

※会員になることで、
サポート隊員による
支援などを受ける
ことができます。

災害発生

被災市町村

※サポート隊員：災害復旧及び災害査定の経験を有する行政経験者等

出典： （一財）近畿市町村災害復旧相互支援機構 出典：長野県

TEC-FORCE
による支援範囲



〇地域の民間事業者等による地方公共団体の支援事例は一部に留まっており、このような取組について、
財源の確保も含め、全国の市町村が活用しやすくなるような方策について検討が必要。
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民間事業者等による
地方公共団体の一連の災害復旧を支援する仕組み検討

取組名 備考

平成28年台風10号
岩手県岩泉町によるCM
方式の導入

〇 〇 〇 〇

令和元年東日本台風
長野県によるCM方式の
導入

〇 〇

（一財）近畿市町村災害
復旧相互支援機構

〇 〇 〇

建設技術センター等によ
る発注者支援

（〇） （〇） （〇） （〇） （〇） （〇） （〇） （〇） （〇）
各自治体によ
り発注者支援
範囲が異なる


